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○病院事業職員就業規程の一部を改正する企業管
　理規程…………………………………………………………………８
○病院事業会計年度任用職員の給与に関する規程
　の一部を改正する企業管理規程……………………………………９
　　　正　　　誤
○令和５年２月17日付け県公報（号外第９号）中…………………10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　告　　　示
○保安林の指定予定…………………………………（自然環境課）１
○ふ化業者の登録……………………………………（畜産振興課）１
○道路の区域の変更…………………………………（道路保全課）１
○住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促
　進に関する法律に基づく住宅確保要配慮者居住
　支援法人の支援業務を行う事務所の所在地の変
　更……………………………………………………（建築住宅課）２
　　　訓　　　令
○宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式

宮崎県告示第 203号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により
、次のとおり保安林の指定をする予定である。
　　令和５年３月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　東臼杵郡椎葉村大字大河内字小向
　1887－13、1887－16、1887－21、1887－22、1887－31、1887－ 1
　09、1894－26
２　指定の目的　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は択伐による。
　　　　字小向1887－13・1887－21・1887－22・1894－26（以上４
　　　筆について次の図に示す部分に限る。）、1887－ 109
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び宮崎県東臼杵農林振興
　局並びに椎葉村役場に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 204号
　養鶏振興法（昭和35年法律第49号）第７条第１項の規定により、
次の者をふ化業者に登録した。
　　令和５年３月16日

　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

登　録
番　号

登 録
年 月 日

登　録　業　者 ふ　化　場

氏 名 又
は 名 称

住 所 名 称 所 在 地

宮崎
４−２
号

令和５年
２月20日

株式会社
児湯食鳥

宮崎県児
湯郡川南
町大字川
南 21622
番地１

株式会社
児湯食鳥
西都工場

西都市大
字清水13
80番地

宮崎
４−３
号

令和５年
２月20日

株式会社
児湯食鳥

宮崎県児
湯郡川南
町大字川
南 21622
番地１

株式会社
児湯食鳥
北郷工場

日南市北
郷町北河
内4353

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 205号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和５年３月16日から同年同月30日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年３月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

26 県道 宮崎須
木線

東諸県郡綾
町大字南俣

旧  4.7～
24.8

 206.3
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字大口5692
番１地先か
ら同郡同町
同大字同字
5692番１地
先まで

新 22.1～
34.3

 206.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 206号
　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（
平成19年法律第 112号）第41条第２項の規定により、住宅確保要配
慮者居住支援法人の支援業務を行う事務所の所在地の変更について
次のとおり届出があった。
　　令和５年３月16日

変　更
事　項

変　更　前 変　更　後
変　更
年月日

支援業
務を行
う事務
所の所
在地

宮崎市中村東２丁目
３番14号ミライズビ
ル 103号

宮崎市中村東２丁目
３番14号ミライズビ
ル 102号

令和５年
３月２日

　宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程の一部を改正する訓令をここに公表する。
　　令和５年３月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
訓令第２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　庁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関
　　　宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程の一部を改正する訓令
　宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程（平成元年訓令第８号）の一部を次のように改正する。
　別記様式第22号（その１）を次のように改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　住宅確保要配慮者居住支援法人の名称
　　株式会社ミライズ
２　届出事項

訓　　　　　令
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　別記様式第33号（その１）を次のように改める。
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　別記様式第73号を次のように改める。
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　別記様式第80号（その２）を次のように改める。
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　　　附　則
　（施行期日）
１　この訓令は、令和５年３月20日から施行する。
　（経過措置）
２　この訓令の施行の際現に存するこの訓令による改正前の宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程の規定に定める様
　式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。

公　　　　　告

　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第68条第４項において準用
する同法第18条第17項の規定により、三川内土地改良区（延岡市）
の清算人の退任について次のとおり届出があった。
　　令和５年３月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
退任した清算人

氏　　名 住　　　　　所

甲 斐 棋 悊 延岡市北浦町三川内 172番地

藤 田 一 八 延岡市北浦町三川内3253番地

山　本　光　公 延岡市北浦町三川内 797番地

甲 斐 定 行 延岡市北浦町三川内3358番地６

大 野 繁 明 延岡市北浦町三川内4562番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第14条第１項の規定により、基
本測量の実施について、国土交通省国土地理院長から次のとおり通
知があった。
　　令和５年３月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　作業の種類　

　　基本測量（衛星合成開口レーザー地殻変動測量）
２　作業地域
　　宮崎県全域
３　作業期間
　　令和５年４月１日から終了を通知するまで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第
14条第１項の規定により、公共測量の実施について、宮崎県北諸県
農林振興局長から次のとおり通知があった。
　　令和５年３月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　作業の種類
　　公共測量（水準測量、空中写真測量）
２　作業地域
　　宮崎県都城市高崎町
３　作業期間
　　令和４年10月24日から令和５年３月15日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第
14条第１項の規定により、公共測量の実施について、宮崎県西諸県
農林振興局長から次のとおり通知があった。
　　令和５年３月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　作業の種類
　　公共測量（路線測量）
２　作業地域
　　宮崎県小林市東方
３　作業期間
　　令和５年２月21日から令和５年７月25日まで

病院局企業管理規程

　病院事業職員就業規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和５年３月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県病院局長　𠮷　村　久　人
宮崎県病院局企業管理規程第１号
　　　病院事業職員就業規程の一部を改正する企業管理規程
　病院事業職員就業規程（平成18年宮崎県病院局企業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（部分休業）
第４条　職員（次に掲げる職員を除く。）の部分休業（地方公務員
　の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 110号。以下「育児
　休業法」という。）第19条第１項に規定するものをいう。）につ
　いては、職員の育児休業等に関する条例（平成４年宮崎県条例第
　６号）の適用を受ける者の例による。
　（１）　次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地
　　方公務員法（昭和25年法律第 261号。以下「地公法」という。

　（部分休業）
第４条　職員（次に掲げる職員を除く。）の部分休業（地方公務員
　の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 110号。以下「育児
　休業法」という。）第19条第１項に規定するものをいう。）につ
　いては、職員の育児休業等に関する条例（平成４年宮崎県条例第
　６号）の適用を受ける者の例による。
　（１）　勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して管理者
　　が定める非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法（昭和25
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　　）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員及
　　び一般職の任期付職員の採用等に関する条例第４条第３項の規
　　定により任期を定めて採用された短時間勤務職員（以下「再任
　　用短時間勤務職員等」という。）を除く。）
　　ア　管理者が任命した職に引き続き在職した期間が１年以上で
　　　ある非常勤職員
　　イ　勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して管理者
　　　が定める非常勤職員
　（２）　［略］
　（非常勤の職員の就業に関する事項）
第18条　非常勤の職員（再任用短時間勤務職員等及び会計年度任用
　職員を除く。）の就業に関する事項は、管理者が別に定める。

　　年法律第 261号。以下「地公法」という。）第22条の４第１項
　　に規定する短時間勤務の職を占める職員及び一般職の任期付職
　　員の採用等に関する条例第４条第３項の規定により任期を定め
　　て採用された短時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤務
　　職員等」という。）を除く。）

　（２）　［略］
　（非常勤の職員の就業に関する事項）
第18条　非常勤の職員（定年前再任用短時間勤務職員等及び会計年
　度任用職員を除く。）の就業に関する事項は、管理者が別に定め
　る。

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規程は、令和５年４月１日から施行する。
　（定年退職者等の再任用に関する経過措置）
２　地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員は、同法第22条
　の４第１項の規定により採用された職員とみなして、この規程による改正後の病院事業職員就業規程第４条第１号及び第18条の規定を適
　用する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　病院事業会計年度任用職員の給与に関する規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和５年３月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県病院局長　𠮷　村　久　人　
宮崎県病院局企業管理規程第２号
　　　病院事業会計年度任用職員の給与に関する規程の一部を改正する企業管理規程
　病院事業会計年度任用職員の給与に関する規程（令和元年宮崎県病院局企業管理規程第４号）の一部を次のように改正する。
　別表第３を次のように改める。
別表第３　会計年度任用職員行政職給料表（第３条関係）

　別表第４を次のように改める。
別表第４　会計年度任用職員医療職給料表（一）（第３条関係）

　　号給・給料月額
職務の級

号給 給料月額 号給 給料月額 号給 給料月額 号給 給料月額 号給 給料月額

１級
１
２
３
４
５
６
７
８
９
10

円
136,200
137,100
138,100
139,000
140,000
141,000
142,000
143,000
143,800
144,800

11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

円
145,800
146,900
147,700
148,700
149,800
150,800
151,900
153,300
154,500
155,700

21
22
23
24
25
26
27
28
29
30

円
156,800
158,000
159,200
160,400
161,500
163,000
164,500
166,000
167,400
168,800

31
32
33
34
35
36
37
38
39
40

円
170,300
171,800
173,100
174,800
176,500
178,200
179,900
181,300
183,000
184,500

41
42
43
44
45

円
185,800
187,200
188,500
189,900
191,400

　　職務の級
号給

　１級 　２級 　３級
給料月額 給料月額 給料月額

13
14
15
16
17
18
19

円
294,000
298,000
301,900
305,700
309,300
312,800
316,300

円
402,800
406,300
409,300
412,900
419,400
422,100
424,600

円

488,800
491,200
493,500
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20
21
22
23
24
25
26
27
28
29

319,800
323,400
327,100
330,500
333,800
337,300
339,800
342,400
344,700
347,100

427,200
433,300
435,500
437,400
439,000
444,700
447,000
449,200
451,500
457,900

495,900
502,400
504,800
507,100
509,400
516,900
519,200
521,400
523,700
531,800

　　　附　則
　この規程は、令和５年４月１日から施行する。

正　　　　　誤

　令和５年２月17日付け県公報（号外第９号）中

ページ 箇所 誤 正

１ 目次 告　　　示 公　　　告

ページ 段 行 誤 正

１ 左 １ 告　　　　　示 公　　　　　告
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